本格実施に向けた（平成２４年度）地区割りについて〔案〕
【前提】○　モデル地区（～２６年度）を平成２４年度本格実施の公募から除く。※色付き部は「既モデル地区」
　　　　○　入居者サービスの向上を図るため、管理事務所を地区内に１以上（複数の場合は分室を含む）置くことを募集条件とする。
　　　　○　各市町の中で1万戸以上あれば分割し、さらにその市で一定のまとまりのある場合にも分割を検討する。
	　　　　　　地区割り案

エリア　　　　　　戸数

区　分
	現　状（８地区）
	案１（８地区）
	案２（１０地区）
	案３（１１地区）

	
	【現状の管理規模】

（０．１　～　３．６万戸）
	【モデル地区を除き現状区域を維持】

H２３年度　４地区公募

　　　　　（公募　２.１～３.６万戸）
	【案１から1万戸以上の市町を分割】

H２３年度　６地区公募

（公募　１．３～２．８万戸）
	【案２から北摂区域を分割】

H２３年度　７地区公募

（公募　１．２～２．１万戸）

	北摂エリア


	①豊中市・池田市・箕面市・吹田市・
高槻市・茨木市・摂津市・島本町

　　　　　（28,187戸）
現・住宅公社千里管理センター

	①　　　　　　（同　左）　（28,187戸）　


	①　　　　　（同　左）　　（28,187戸）　


	①豊中市・池田市・箕面市・吹田市
（15,708戸）

②高槻市・茨木市・摂津市・島本町
　（12,479戸）

	北河内エリア
守口市・門真市・寝屋川市
及び、大東市一部は既モデル地区

	②枚方市・大東市・四條畷市・交野市
（12,227戸）
（H22　募集・選定中）
③大東朋来住宅、他　　　　（1,455戸）
現・アーバンサービス(H22-26)
④守口市・門真市・寝屋川市
　　　　　　　　　　　　（10,793戸）
現・アーバンサービス(H22-26)
	②　　　　　　（同　左）（12,227戸）
③　　　　　　（同　左）（1,455戸）
④　　　　　　（同　左）（10,793戸）

	②　　　　　（同　左）　（12,227戸）
③　　　　　（同　左）　　（1,455戸）
④　　　　　（同　左）　（10,793戸）

	③　　　　　（同　左）（12,227戸）
④　　　　　（同　左）（1,455戸）
⑤　　　　　（同　左）（10,793戸）

	大阪市エリア

中河内エリア

東大阪市域は既モデル地区

	⑤大阪市・八尾市・柏原市・松原市・
羽曳野市・藤井寺市　　(23,231戸)
現・住宅公社中央管理センター

⑥東大阪市　　　　　　　（5,671戸）
現・日本住宅管理(H22-26)
	⑤　　　　　　（同　左）（23,231戸）
⑥　　　　　　（同　左）　（5,671戸）

	⑤　大阪市　　　　　　　（14,404戸）

⑥　　　　　（同　左）　　（5,671戸）
	⑥　　　　　（同　左）（14,404戸）

⑦　　　　　（同　左）（5,671戸）

	堺市エリア

南河内エリア


	⑦堺市・大阪狭山市・富田林市・
河内長野市　　　　　　（36,011戸）
現・住宅公社堺管理センター
	⑦　　　　　　（同　左）（36,011戸）

	⑦八尾市・柏原市・松原市・
羽曳野市・藤井寺市・富田林市・
河内長野市・大阪狭山市

　　　　　　（15,614戸）

⑧堺市（泉北NT）　　　　（15,837戸）


⑨堺市（泉北NT除）　　　（13,387戸）

	⑧　　　　　（同　左）（15,614戸）
⑨　　　　　（同　左）（15,837戸）

⑩　　　　　（同　左）（13,387戸）



	泉州エリア


	⑧高石市・和泉市・泉大津市・忠岡町・
岸和田市・貝塚市・泉佐野市・熊取町・
田尻町・泉南市・阪南市・岬町

　　　　　　　　　　　（21,056戸）
現・住宅公社泉大津管理センター
	⑧　　　　　　（同　左）（21,056戸）
	⑩　　　　　（同　左）　（21,056戸）

	⑪　　　　　（同　左）（21,056戸）












































































































